
公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和7年度）

１　基本情報（現年７月１日現在）

２　出資等の状況（直近の決算現在）

（単位：千円）

※「出資等」とは、地方自治法に基づく「出資又は出捐」をさします。

※「資本金等」とは、地方自治法に基づく「資本金、基本金その他これらに準ずるもの」をさします。

【内訳】（直近の決算現在）

※四捨五入の影響で、割合の合計が100％にならないことがあります。

※一定の同質性がある場合や割合上位５者以外は、まとめていることがあります。

※まとめた場合、順位は「―」としており、まとめた者の中で最も高い出資割合は備考をご覧ください。
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043-246-2078
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昭和49年12月25日

【設立趣意等の経緯】
　設立当時、京葉工業地帯の造成と大都市周辺における人口の急
増に伴い複雑化・広域化した公害問題に対応するため、各種汚染
物質の調査分析及び公害に関する知識の普及等を行うため、昭和
49年12月「財団法人千葉県公害防止協会」として設立。
　その後、自動車の排ガス汚染等の身近な問題から地球温暖化等
の地球規模の問題までもを取り込んだ広義の環境問題への懸念が
一般化したことを踏まえ、平成5年4月「財団法人千葉県環境財
団」に名称変更。
　平成24年4月、公益法人制度改革により「一般財団法人千葉県
環境財団」に移行し現在に至る。

【略歴】
S49.12 ｢財団法人 千葉県公害防止協会｣法人登記
H 5. 4 ｢財団法人 千葉県環境財団｣に名称変更
H24. 4 ｢一般財団法人 千葉県環境財団｣に移行
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左記全体に
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20.00%
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0

0

１位
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該当なし

該当なし

電話番号

団体ＨＰの
ＵＲＬ

資本金等の
金額（千円）

20,000

20,000

　当団体は、昭和49年の設立以来、環境行政の補
完的役割を果たすため、設立の趣旨に則り環境保
全活動の推進や環境保全に関する調査・分析及び
浄化槽法定検査など各種事業の拡充を図ってき
た。
　環境保全活動の推進にあたっては、地球温暖化
対策に係る普及啓発や、ちば環境再生基金の管理
運営を通じて市町村や市民団体等の自主的な環境
保全活動の推進を図るとともに、千葉県いすみ環
境と文化のさとセンターの指定管理を受託して環
境学習の機会の提供に取り組んでいる。
　また、環境保全に関する調査・分析にあたって
は、出捐する４市や事業者等からの依頼に応じ
て、大気・水質・土壌等の調査分析、環境影響評
価等を実施している。
　引き続き、環境行政を補完する中立的立場の調
査機関として、公益性の高い事業や事業者等から
の依頼に応じて各種環境関係事業に取り組み、健
康にして豊かな郷土の建設に寄与していく。

資本金等以外の
金額（千円）

出資等の対象の区分

20,000

20,000

0

0

　自然環境の保全、再生及び活用のための事業を行うとともに、
環境保全に関する調査研究及び知識の普及啓発を図り、健康にし
て豊かな郷土の建設に寄与することを目的とする。

20,000

0

経営方針（団体代表者が記入）

定款に定める
設立の目的

該当なし

該当なし

該当なし

当初設立
年月日

設立の経緯
団体の略歴

出資等の合計

資本金等の金額

出資等した者

千葉県

千葉市

市原市

君津市

袖ケ浦市

資本金等以外の金額

20.00%

20.00%

20.00%

0
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和7年度）

３　団体の主な事業（直近の決算現在）

【事業支出】 【内部収入】 【外部収入】 うち行政からの収入 うち県からの収入

0 千円 37,158 千円 12,330 千円 24,828 千円 12,996

【事業収支】

【内部収入】

千円

【事業収支】 【事業支出】

【事業１】名称：環境活動推進事業

【事業内容・実績】
①地球温暖化対策推進法に基づく県の指定機関である「千葉県地球温暖化防止活動推進センター」として、千葉県地球温暖化防
止活動推進員（以下、「推進員」という。）の募集、推進員委嘱対象者に対する研修会の実施、県民からの要望により開催する
地球温暖化対策推進のための研修会等への推進員の派遣（出前講座）、ＤＶＤの貸出や「地球温暖化防止活動の手引き」の作成
などの業務を実施した。令和6年度は102件の出前講座を開催し、3,073名が受講。
②環境省が定めた環境経営システム・取組み・報告に関するガイドラインに基づく制度である「エコアクション２１」の地域事
務局として県内事業者の認証登録とその普及活動を実施した。令和6年度の認証登録の受付件数は106件。

【公共性・公益性】
　千葉県地球温暖化防止活動推進センターは、地球温暖化対策に関する普及啓発を行うこと等により、地球温暖化防止に貢献す
る県民等の活動の促進に寄与している。
　エコアクション２１は、事業者がガイドラインに沿って環境への取組みを総合的に進めることに寄与し、ひいては県内の環境
保全の推進につながるものである。

【類似事業を行える他団体又は事業が競合する他団体の有無】 【県の財政支出の有無】

【事業区分】 公益目的事業

【事業支出】

【県の財政支出の有無】

無 補足説明 該当なし 有（補助金等）

【外部収入】

15,661 0 6,900

無

4,528

うち県からの収入うち行政からの収入

4,528 千円千円千円千円千円千円

【事業収支】

▲ 8,761

補足説明 該当なし 有（委託料）

【事業２】名称：ちば環境再生基金事業 【事業区分】 公益目的事業

【事業内容・実績】
　県との連携のもと「ちば環境再生基金」の管理運営を行い、県民・事業者等から寄せられた募金を基に、県内市町村や市民団
体等が実施する自然環境の保全・再生や循環型社会づくりを推進する事業等に対して助成を行った。令和6年度の助成件数は107
件。
【公共性・公益性】
　ちば環境再生基金事業は、県内市町村や市民団体等が実施する自然環境の保全・再生や循環型社会づくりを推進する事業等に
対して助成を行うことにより、各種環境保全に関する県民の自主的な活動の推進に寄与している。

【類似事業を行える他団体又は事業が競合する他団体の有無】

12,996 千円

【事業３】名称：環境調査分析受託事業 【事業区分】 公益目的事業

【事業内容・実績】
　県、県内市町村、事務組合及び国から委託を受け、公共用水域における水質等監視業務や土壌・地下水汚染調査等、大気・水
質・土壌・悪臭・廃棄物等の調査分析を行った。

【公共性・公益性】
　中立的立場で大気・水質等の環境調査・分析を実施することにより、環境の保全及び公害による県民の健康被害の防止に寄与
している。

【類似事業を行える他団体又は事業が競合する他団体の有無】 【県の財政支出の有無】

無 補足説明 該当なし 有（委託料）

うち行政からの収入 うち県からの収入【内部収入】 【外部収入】

▲ 1,708 千円 324,633 千円 1,288 千円 321,637 千円 321,337 千円 210,587 千円

【事業４】名称：公共施設等管理運営事業（千葉県いすみ環境と文化のさとセンター指定管理） 【事業区分】 公益目的事業

【事業内容・実績】
　千葉県いすみ環境と文化のさとセンターの指定管理者として、当該施設の管理運営を行った。
　また、自然とのふれあいを通じた環境学習の機会の提供、及び里山文化の継承や環境学習に関する情報の提供を行った。

【公共性・公益性】
　当該センターは千葉県環境学習基本方針に県の環境学習の拠点となる施設として位置付けられ、県や県内市町村、県民、学
校、事業者等の様々な主体と連携して各種環境学習の推進に関する取組みや情報提供を行い、自然環境の保全や生物多様性の推
進に寄与している。

【類似事業を行える他団体又は事業が競合する他団体の有無】 【県の財政支出の有無】

無 補足説明 該当なし 有（委託料）

【事業収支】 【事業支出】 【内部収入】 【外部収入】 うち行政からの収入 うち県からの収入

▲ 535 千円 22,759 千円 0 千円 22,224 千円 22,062 千円 22,062 千円
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和7年度）

３－２　団体の主な事業（直近の決算現在）

【事業区分】 収益事業

【県の財政支出の有無】

【事業５】名称：環境監視測定局保守管理事業 【事業区分】 収益事業

【事業内容・実績】
　県及び県内４市（市原市、袖ケ浦市、柏市、市川市）が設置する大気環境測定局、酸性雨計等の保守管理業務を実施した。
　また、事業者等からの依頼により、空間放射線量等の測定を実施した。

【公共性・公益性】
　本事業は大気汚染防止法に基づき、大気環境の正確な測定に資するものであり、環境の保全及び公害による県民の健康被害の
防止に寄与している。

【類似事業を行える他団体又は事業が競合する他団体の有無】 【県の財政支出の有無】

有（県内＋近都県内） 補足説明 環境監視測定機のメンテナンス業者等 有（委託料）

【事業収支】 【事業支出】 【内部収入】 【外部収入】 うち行政からの収入 うち県からの収入

58,282 千円 123,281 千円 0 千円 181,563 千円 180,204 千円 127,449 千円

【事業６】名称：地質環境事業 【事業区分】 収益事業

【事業内容・実績】
　県及び県内市町村、事業者等からの依頼により、土壌汚染機構解明調査、土地履歴調査、地下水モニタリング調査、地下水汚
染対策等の地質環境に関する調査やコンサルティング業務等を実施した。

【公共性・公益性】
　土壌等の状況について中立的立場で調査を実施することにより、環境の保全及び公害による県民の健康被害の防止に寄与して
いる。

【類似事業を行える他団体又は事業が競合する他団体の有無】 【県の財政支出の有無】

有（県内） 補足説明 環境コンサルティング業者等 有（委託料）

【事業収支】 【事業支出】 【内部収入】 【外部収入】 うち行政からの収入 うち県からの収入

55,749 千円 128,570 千円 0 千円 184,319 千円 165,354 千円 97,739 千円

【事業７】名称：浄化槽法定検査事業 【事業区分】 収益事業

【事業内容・実績】
　浄化槽法に基づき、千葉県の南部地域（11市3町）に設置されている浄化槽（新設・既設）の検査等を実施した。令和6年度の7
条及び11条による検査の実施件数は29,849件。

【公共性・公益性】
　浄化槽の適正な運用を監視することにより、河川及び海域等の水質保全に寄与している。

【類似事業を行える他団体又は事業が競合する他団体の有無】 【県の財政支出の有無】

有（県内） 補足説明 （公社）千葉県浄化槽検査センター 有（委託料）

【事業収支】 【事業支出】 【内部収入】 【外部収入】 うち行政からの収入 うち県からの収入

10,305 千円 181,944 千円 0 千円 192,249 千円 5,398 千円 5,398 千円

【内部収入】 【外部収入】 うち行政からの収入 うち県からの収入

5,763 千円 175,762 千円 429 千円 181,096 千円 0 千円 0 千円

【事業８】名称：検査分析事業（民間等受託）

【事業内容】
　事業者等からの依頼により、施設の維持管理等に係る大気・水質・土壌・悪臭・廃棄物等の調査
分析を実施した。

【事業収支】 【事業支出】

無

【事業９】名称：環境システム事業 【事業区分】 収益事業

【事業内容】
　公的機関、事業者等からの依頼により、動植物のモニタリング調査及び廃棄物処理施設増設に係
る環境影響評価調査等を実施した。

【県の財政支出の有無】

無

【事業収支】 【事業支出】 【内部収入】 【外部収入】 うち行政からの収入 うち県からの収入

33,240 千円 57,563 千円 0 千円 90,803 千円 369 千円 0 千円
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和7年度）

４　県の関与等の現状に関する見直し（現年７月１日現在　※ただし、（４）（６）は直近の決算現在）

509件 累計700件

【指標と事業の関係性及び達成状況】
ちば環境再生基金では、県内市町村や市民団体等が自ら又は協働によって行う環境保全活動等に対し
て、事業費の助成等の支援を行っている。
　基金による助成事業の実施件数は基準年度から順調に増加しており、自主的な環境保全活動の更なる
活性化に寄与している。

【計画等名】
千葉県環境基本計画（対象期間：R1～R10）
【指標名】
家庭の世帯当たりエネルギー消費量（単位：件）

【指標と事業の関係性及び達成状況】
本指標は、二酸化炭素の排出に繋がるエネルギー消費量のうち、家庭における状況を測るもので、当団
体は千葉県地球温暖化防止活動推進センターとして、家庭における省エネ・節電について啓発を行って
いる。
　当団体は、千葉県地球温暖化防止活動推進員と連携を図り、出前講座、地球温暖化対策をテーマとし
た各種イベントでの広報活動等を行っており、基準年度比でのエネルギー消費量の削減に寄与してい
る。
※１…資源エネルギー庁が毎年公表している「都道府県別エネルギー消費統計」のデータから算出して
いる。（直近では令和５年度に公表された令和２年度データから算出。）
※２…千葉県環境基本計画の対象期間は令和元年度～10年度としているが、「千葉県地球温暖化対策実
行計画～CO2CO2スマートプラン～（平成28年9月）」で目標年度を2030年度（令和12年度）と定めてい
るため、千葉県環境基本計画においても当該指標の目標年度を令和12年度としている。

基準（H25年度）

34.8GJ/世帯 29.4GJ/世帯

実績（R2年度）※１ 目標（R12年度）※２

15.7GJ/世帯

（７）団体に勤務する県
現職者の役職・業務内容
と派遣等の必要性

（５）資本金等に占める
県の出資若しくは出捐の
割合又は金額の妥当性

【計画等名】
千葉県環境基本計画（対象期間：R1～R10）
【指標名】
ちば環境再生基金による助成事業の実施件数（単位：件）

基準（H29年度） 実績（R1～R6年度） 目標（R1～R10年度）

64件

（３）県が自ら施策を実
施することその他の事業
手法と費用対効果を比較
して、出資又は出捐関係
を維持する意義

（１）当初の目的を踏ま
えつつ現在において必要
性を問い直してもなお、
出資又は出捐関係を維持
する意義

（２）類似団体や民間団
体などの他の担い手が存
在している場合において
もなお、出資又は出捐関
係を維持する意義

名県以外が負担

　鉄鋼業や石油化学工業が集積する臨海地域の千葉市、市原市、君津市、袖ケ浦市が県と同じ金額と割
合で出捐して本団体を設立しており、運営費の補助は行っていないことから、負担割合は妥当である。

【県が出資等した当初の目的】
　大気汚染、水質汚濁等の公害の発生防止を図るための調査分析や県民への環境保全に関する知識の普
及啓発など、県や事業者とは異なる第三者的立場で実施する団体が必要であった。

【関係を維持する現在の意義】
当団体は、県や事業者とは異なる第三者的立場で環境保全や公害の発生防止に関する調査、啓発活動等
を行っているほか、地球温暖化防止活動推進センターやエコアクション２１の地域事務局、ちば環境再
生基金事業の運営等を担うなど、各種公益的な事業を実施することで県の環境行政を補完しつつも、よ
り幅広に千葉県の環境保全の推進に貢献している。
　このような事業を行っている団体は県内では当団体のみであり、これらの事業が適切に実施されるよ
う、引き続き出捐関係を維持していく必要がある。

【県が関与の理由としている事業のうち、他の担い手が存在している事業】
事業●　○○○○

【他の担い手が存在している場合であっても関係を維持する意義】

　当団体は、県の環境行政を補完しているばかりでなく、行政と事業者をつなぎ、また中立的な立場か
ら大気、水質、土壌、悪臭、廃棄物等の調査分析や環境保全に関する普及啓発等を行うとともに、長期
にわたり実施してきた経験・ノウハウを有している。
　また、当団体は、法令等に基づき、地球温暖化防止活動推進センターやエコアクション２１の地域事
務局に指定・承認された県内唯一の機関である。

（４）県が関与の理由と
している事業が関係する
県計画等の主な達成状況

【名称】

【内容】（金額：○○千円）
○○○○

【必要性】

00県が負担【諸手当等を除く給料・報酬の負担者・人数】

【役職・業務内容】

【派遣等の必要性】

（６）運営費補助や赤字
補填等を目的とした財政
支出の名称、内容及び必
要性

名
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和7年度）

５　関与方針に基づく取組状況等（直近の決算現在）

５－２　経営健全化方針に基づく取組状況等（直近の決算現在）

※公社等外郭団体関与指針第５の１（２）に規定する次の法人に該当する場合で、要件の詳細は同細則４をご覧ください。

　・債務超過法人

　・実質的に債務超過である法人

　・近年の経常損益の状況から赤字が累積し、近い将来、債務超過に陥る可能性が高い法人 

　・県が多大な財政的リスクを有する法人

（１）策定要
件の該当性※

（３）取組実
績とその成果

（４）課題

（２）県とし
ての具体的な
取組　※

該当しない

（５）県とし
ての今後の対
応の方向性

（１）関与方
針区分　※

○単年度黒字を確保し、経営安定化を図るため以下の取組を求める。
　・大型案件の受注確保や、新規受注先の獲得等による営業基盤の強化
　・浄化槽法定検査事業の安定的運営の構築
　・業務量に応じた組織体制の随時見直し
　・事務改善等による内部管理費の抑制
　・経営改善５か年計画の着実な実行及び定期的な見直し
　・職員が働きやすく、魅力的な職場とするための取組

・短期借入金の削減に向けた安定事業収入の確保
・今後予想される定年退職者の増加に伴う退職金の積立
・計画的な職員採用と離職防止に向けた取組
・老朽化した施設、機器の計画的な更新

　将来経費に備えた積立が必要になるため、累積赤字の解消を図りつつ、中長期的な収支推計、採用計画及び施
設・設備の更新に係る検討を求める。

・水環境の改善にあたっては、事業活動や家庭からの排水が適切に処理されることが重要であり、令和６年度は
28,651件の浄化槽法定検査を実施した。(令和４年度：29,628件、令和５年度：28,758件）
・土壌汚染対策法に関連した案件が増加傾向にあるため、県外も含め継続して営業活動を行い、令和６年度は10
件の調査業務を受託した。（令和４年度：16件、令和５年度：10件）
・環境監視測定局の保守管理事業について、令和６年度は千葉県及び県内４市が設置する大気環境測定局、酸性
雨計等の保守管理業務を実施した。（令和４年度：県及び県内３市、令和５年度：県及び県内３市）

　収益性の高い事業の継続受注や追加・増額受注に向けて営業活動等に努めたことや、不採算事業（収益事業）
の見直し等を行った結果、２年連続の黒字決算となり、目標としていた累積欠損を解消した。

関与維持（県と連携した経営改善）

※　関与方針とは、令和４年１２月２７日策定の「公社等外郭団体関与方針」であり、「関与方針区分」や「県としての具体的
な取組」は、そこから転記しています。
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和7年度）

６　地方自治法に基づく監査の状況（既に公表されている監査結果等）

（１）財政的援助団体等監査（地方自治法第１９９条第７項）

※1「監査結果」の「指摘事項」「注意事項」は県報別冊「監査結果」（いわゆる監査報告書）の内容を記入しています。

※2「措置の内容」は県報別冊「監査の結果に係る措置の通知の公表」（いわゆる措置公表）の内容を記入しています。

（２）包括外部監査（地方自治法第２５２条の３７第４項等）

※該当がある場合は、直近１年度分を記入しています。

元号　　年度 元号　　年　　月　　日

監査結果
※以下のリンク先をご覧ください

措置の内容
※以下のリンク先をご覧ください

監査テーマ

実施年度 措置の公表年月日

無直近の実施年月日 元号　　年　　月　　日

無

【指摘事項】
該当なし

該当の有無

無

監査結果　※1 措置の内容　※2

【指摘事項】

【注意事項】

【注意事項】
該当なし

措置の公表年月日 元号　　年　　月　　日

措置の内容　※2

該当なし

該当なし

監査実施の有無

１つ前の実施年月日 元号　　年　　月　　日 措置の公表年月日 元号　　年　　月　　日 監査実施の有無 無

監査結果　※1 措置の内容　※2

【指摘事項】

監査結果　※1

監査実施の有無

【注意事項】

２つ前の実施年月日 元号　　年　　月　　日 措置の公表年月日 元号　　年　　月　　日
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和7年度）

７　組織運営等の状況（直近の決算現在）

（１）理事会等の状況

※「開催回数（書面）」では、延べ開催回数を実数計上し、書面開催の回数を（カッコ）で内数計上しています。

※「定例回数（書面）」では、定例的に開催している回数を実数計上し、書面開催の回数を（カッコ）で内数計上しています。

※「定例回数の平均出席率」では、書面開催を除く各回の理事等の出席率（出席者の数÷全構成員の数）を計算し、

　その和の平均（出席率の合計÷書面開催を除く定例回数）を計算して計上しています（百分率で小数点第１位を四捨五入）。

※「備置」とは、事務所に備え置いて閲覧の権利を有する者等が求めた際に、すぐに見られるようにすることです。

（２）監査の状況

※監査又は会計に識見を有する者の詳細は、公社等外郭団体関与指針細則７をご覧ください。

（３）採用している会計基準

（４）財務諸表等の作成・公表・備置の状況

※「公表」とは、団体のホームページや、その他法令で定める方法により公表することです。

※「備置」とは、事務所に備え置いて閲覧の権利を有する者等が求めた際に、すぐに見られるようにすることです。

監査の状況
（行政による監査等は除き、

団体主体のものに限る）

公認会計士又は監査法人

監査又は会計に識見を有する者

財務諸表等の名称

定款

役員名簿

社団法人の構成員である
社員の名簿

事業報告書

貸借対照表

正味財産増減計算書等又は
損益計算書若しくはその要旨

キャッシュフロー計算書

附属明細書

財産目録

内部的な
監査

外部的な
監査

情報公開に関する規程

有 有 無 無 無

有

有 有

定例回数
（書面）

3
(3)

開催状況

備置義務の
有無

備置の有無

有 有

理事会等の状況

理事会又は取締役会

議事録

定例回数の
平均出席率

作成義務の
有無

作成の有無

2
5

(3)
79% 有

義務回数
開催回数
（書面）

収支予算書

役職員の報酬及び給与に関する規程

事業計画書

有 有 無

資金運用に関する規程

個人情報保護に関する規程

有 有 無 無 有

無 無

業務の委託方法に関する規程

無

無

有 有 無 無 無 無

有 有 無 無 無

有

無 無 無 無 無 無

有 有 無 無 有

無

有 有 無 無 無 無

有

有 有 無 無 有 有

有 有 無 無 有

有

有

有 有 有 有 有 有

有 有 無 無 有

無 無 有

有

無 無 無 無 無 無

有 有 無 無 有

就任の有無 実施している外部的な監査の内容

該当なし

該当なし

補足事項

―

無

無

無 有

無 無

新公益法人会計基準（平成20年改正）

無

有

備置義務
の有無

その
他欄

作成義務
の有無

作成の有無
公表義務
の有無

有

備置の有無

有

名称

有 無 有 有

公表の有無

有

監事又は監査役
としての就任

実施の有無

義務の有無
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和7年度）

８　役職員等の状況

（１）常勤の役職員数 （単位：人） （各年度７月１日現在）

常勤役員数 ①～⑤の和

プロパー ①

民間人材　※1 ②

県退職者 ③

県現職者 ④

その他 ⑤

常勤職員数　※2 ⑥～⑨の和

プロパー ⑥

県退職者 ⑦

県現職者 ⑧

その他 ⑨

※1 「民間人材」とは、プロパー、議員、自治体の首長、行政職員（退職者を含む）等ではない外部の人材です。

※2 「常勤職員」とは、正規・非正規を問わず、団体が常勤職員として雇用している方です。

（２）常勤役職員の平均年収等の状況

※この表は実人員数に基づいて記入しています。

　実人員数とは、ある年度中の毎月1日現在の役職員数を合計して12か月で割り、小数点第2位を四捨五入しています。

※該当者が１名しかいない場合、個人情報保護の観点から平均年齢・年収は「＊」となっています。

９　中長期的な計画や達成目標となる指標の策定状況（直近の決算現在）

前年度決算（R5年）

0

歳

1 人）

策定年月日

未公表

項　目

千円

人（ 2 人（ 1

人数（内数：県退職者及び県現職者） 77 人（ 1 人） 75 人（

0 0 0 0

0

現年度
（R7年）

2 2

0

千円

1

概要

0 0 1 1

1 1 1

令和4年5月23日対象期間

0

有

第4次経営改善5か年計画

令和4年度　～　令和8年度

　環境保全業務における技術集団としての強みを生かし、社会的信頼の維持・向上と県、市から出捐を受け
ている一般財団法人として公益的業務の推進と中立性・公正性の視点から各種業務を継続して遂行していく
こととする。
　また、経営基盤の安定を図るため単年度黒字を確保しつつ、人材の育成と技術力の維持向上に努めるとと
もに、適切な施設、機器の改修、更新を実現し、次の世代に引き継げるよう体制の整備を進めることとす
る。

指標１：収入（千円）【実績(R6)】1,184,684【目標(R6)】1,165,000
指標２：利益（千円）【実績(R6)】90,934【目標(R6)】15,000
指標３：正職員数（人）【実績(R6)】59【目標(R6)】70
指標４：新規採用職員数（人）【実績(R6)】3【目標(R6)】3

該当なし

策定の有無

取組状況

　令和6年度で8年目となった浄化槽法定検査事業の検査件数は、前年度ほぼ同数の28,651件であった。その
他の事業では、継続事業の増額受注や新規業務の獲得など積極的な営業活動の展開等により収入が増加し支
出が減少した結果、一般正味財産期末残高は59,946千円となり累積欠損を解消することができた。職員採用
については、年度ごとに収支の状況と退職者数のバランスを取りながら採用活動を行っている。

直近決算（R6年）

64 65

6,900 6,900

歳 歳

平均年収 千円 千円

常勤役員

常勤職員

2 人）1

歳

0 0 0

0 0 0 0 0

1 1

0 0 0 0

直近３年度前
（R4年）

前々年度
（R5年）

前年度
（R6年）

82

81

1 1 1 1 1

0 0

名称 公表方法

2 2 2

項　目
直近４年度前
（R3年）

72 75 77 75

72 75 76 74

指標の達成状況

特記事項

0 0 0

4,854 4,741

例：4～6月（3か月間）の役員数が5名、7～12月（6か月間）が6名、1～3月（3か月間）が5名であった場合は、
（15人＋36人＋15人）/12か月=5.5人となります。

平均年齢

人）

45 47

人数（内数：県退職者及び県現職者）

平均年齢

平均年収
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和7年度）

１０　財務状況 （単位：千円又は％）

（１）貸借対照表

公益法人会計の場合

（２）損益計算書

公益法人会計の場合（正味財産増減計算書等）

（３）主な経営指標

公益法人会計の場合

※正味財産が「０」又は債務超過の場合、「自己資本比率」「有利子負債比率」は計算できません。

該当なし

―

経常収益増による増

車両等運搬具売却益減による減

設備等除却による増

設備等除却による減

経常収益増による増

該当なし

直近の増減理由
（対前年比10％以上の増減等）

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

▲ 1,266.67%

該当なし

該当なし

借入金の減

　うち評価損益等 0 0 0 該当なし

経常収益増による増

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

経常損益による一般正味財産の
増

該当なし

▲ 30,639 59,946 295.65%

固定資産 1,304,101

項　目
前々年度決算

（R4年）
前年度決算
（R5年）

直近決算
（R6年）

直近増減率
（前年度比）

評価損益等 0 0 0 ―

3.50%

73,690 64,515 63,577 ▲ 1.45%

項 目
前々年度決算

（R4年）
前年度決算
（R5年）

直近決算
（R6年）

▲ 63,671 ▲ 30,639

263,949 266,698 1.04%

8.46%

指定正味財産 957,387

　うち有利子負債 530,000 530,000 500,000 ▲ 5.66%

該当なし

経常外収益 0 30 0 ▲ 100.00%

0 30

当期経常増減額

負
債

流動負債

59,946 295.65%

経常外費用

直近の増減理由
（対前年比10％以上の増減等）

該当なし

該当なし

▲ 25,510 33,002 90,934 175.54%

　うち管理費

688,962

1,089,396 1,147,537 1,130,907 ▲ 1.45%

　うち事業収益 1,023,586 1,136,652 1,178,929 3.72%

経常収益 1,063,886 1,180,539 1,221,841

直近増減率
（前年度比）

繰越損益相当額
経常損益による一般正味財産の
増

729,858 647,555 ▲ 11.28%

　うち長期借入金 0 0 0

前々年度決算
（R4年）

前年度決算
（R5年）

直近決算
（R6年）

80.56% 88.78% 101.10%

48.07% 47.91% 52.02%

59.30% 50.43%57.98%

当期指定正味財産増減額 ▲ 12,267 ▲ 12,659 ▲ 13,282 ▲ 4.92%

0 0 350 ―

当期正味財産増減額 ▲ 37,777 20,373 77,302 279.43%

当期一般正味財産増減額 ▲ 25,510 33,032 90,584 174.23%

当期経常外増減額 ▲ 350

経常費用

その他支出 0 0 0 ―

その他収入 0 0 0 ―

―

負債合計 965,408 993,807 914,253 ▲ 8.00%

固定負債 276,446

944,728 931,445 ▲ 1.41%

正
味
財
産

一般正味財産 ▲ 63,671

正味財産合計 893,716 914,089 991,391

1,259,900 1,250,986 ▲ 0.71%資
産

流動資産 555,023 647,995 654,658 1.03%

　うち有形固定資産 1,297,479 1,254,525 1,247,712 ▲ 0.54%

資産合計 1,859,124 1,907,895 1,905,644 ▲ 0.12%

基本財産 100,000

項　目

流動比率（流動資産÷流動負債×100）

自己資本比率（正味財産÷（負債＋正味財産）×100）

有利子負債比率（有利子負債残高÷正味財産×100）

100,000 0.00% 該当なし
参
考

100,000

該当なし

9/10



公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和7年度）

１１　借入金等残高等の状況 （単位：千円又は％）

各年度の借入金等

各年度の償還金等

借入金等決算残高 ①＋②

経営難を理由としたもの ①＝③＋⑤＋⑦

それ以外のもの ②＝④＋⑥＋⑧

県 ③＋④

経営難を理由としたもの ③

それ以外のもの ④

県以外の行政 ⑤＋⑥

経営難を理由としたもの ⑤

それ以外のもの ⑥

民間その他 ⑦＋⑧

経営難を理由としたもの ⑦

それ以外のもの ⑧

県による損失補償等の額※ ⑨＋⑩

経営難を理由としたもの ⑨

それ以外のもの ⑩

※　損失補償等とは、損失補償、損失てん補又は債務保証です。

１２　総収入と県の財政支出等の状況

（１）総収入と県の財政支出等 （単位：千円又は％）

総収入 ①＝②～⑥の和

運用益収入 ②

会費収入 ③

寄附収入 ④

行政からの委託料等収入 ⑤

その他収入（②～⑤以外） ⑥

県の財政支出 ⑦＝⑧＋⑨＋⑩

対総収入割合 ⑦÷①

委託料 ⑧

対総収入割合 ⑧÷①

補助金・交付金・負担金 ⑨

対総収入割合 ⑨÷①

その他（⑧⑨以外） ⑩

対総収入割合 ⑩÷①

有価証券等損益 ⑪＋⑫

有価証券等評価損益（含み損益） ⑪

売却・償還・配当等損益（実損益）⑫

（２）県からの財政的な支援（借入金及び損失補償等を除く） （単位：千円）

資
金
運
用
等

▲ 2,740 ▲ 3,310 ▲ 7,220 ▲ 118.13%

▲ 2,740 ▲ 3,310 ▲ 7,220 ▲ 118.13%

0 0 0 ―

県
の
財
政
支
出
の
内
訳

346,167 466,059 467,764 0.37%

33.74% 39.48% 38.28% ▲ 1.19%

11,356

直近決算
（R6年）

0

40.52%

300,000 300,000 300,000 0.00%

0 ―

0.00% 0.00%

1.04% 1.06% 0.02%

523,099 695,878 699,280 0.49%

借
入
・
償
還
先
の
内
訳

0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

直近４年度前
（R2年）

直近３年度前
（R3年）

前々年度
（R4年）

前年度
（R5年）

直近決算
（R6年）

530,000 530,000 500,000 ▲ 5.66%

0 0 0 ―

0 0

39.35% ▲ 1.18%

前前年度決算
（R4年）

前年度決算
（R5年）

0 0 0 ―

0 0 ―

0 0 0 ―

530,000 500,000 ▲ 5.66%

0 0 0 ―

0 ―

0 0 0 ―

530,000 530,000 500,000 ▲ 5.66%

530,000 530,000 530,000 0.00%

0 0 0 ―

530,000

0 ―

0 0 0 ―

530,000 530,000 500,000 ▲ 5.66%

530,000 530,000 500,000 ▲ 5.66%

0 0 0 ―

0

保有・運用中の有価証券等の取得額

項 目
直近増減率
対前年度比

1,026,110 1,180,539 1,221,841 3.50%

項　目

運営費補助

赤字補填等

経営難を理由とした追加出資又は出捐

20.30%

―

7.71%

271 271 326

0 0 0

491,557 472,259 508,687

11,183 12,131 13,548 11.68%

357,523 478,393 480,760 0.49%

34.84%

0

0.00% ―

12,334 12,996 5.37%

1.11%

項 目
前々年度決算

（R4年）
前年度決算
（R5年）

直近決算
（R6年）

直近増減率
対前年度比
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